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１ はじめに
環境税は有効か？
環境税は，税制のグリーン化をともない，1990年代初めから，OECD 加
盟国を中心としてさまざまな形で積極的に実施されるようになった。このよ
うな税制のグリーン化は，①既存の歪みのある補助金や税制の廃止や調整，
②既存税の再構築，③新しい環境税の導入といった三つの方法により相互補
完的に，また歳入中立型で実施されることが多い。
スウェーデンは，1991年に大規模な税制改革を実施し，その結果として
ＧＤＰの６％に相当する税の再編成を行った。この税制改革の主たる目的は，
所得税減税を中心とした既存の歪みのある税を削減することであったが，税
収中立を守るために，付加価値税の改変を中心とした間接税を強化すると共
に，炭素税，硫黄税，窒素酸化物排出課徴金（以下，NOx 課徴金）といっ
た新しい環境税を導入した。
近年，炭素税を代表とする地球温暖化対策のためのエネルギー税（以下，
温暖化対策税）は，排出量に応じた税負担を求める点で公平性が確保され，
市場原理が機能することから排出削減費用が最小化されるといったメリット
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がある。現在までに，温暖化対策税は，1990年１月１日にフィンランドにお
いて導入された炭素税を皮切りに，スウェーデン，ノルウェー，デンマーク，
オランダを中心として導入されてきた。1990年代後半には，ドイツ，スイス，
イギリスにおいても導入されている。しかしながら，実際に各国で実施され
ている温暖化対策税は，経済的な側面 例えば，ＧＤＰや物価，国際競争
力等 や，新税導入による税制の変化 例えば，既存のエネルギー関連
税との関連や税収の使途など の影響を考慮して，課税対象企業に対する
税の免除・軽減措置や税収を一般財源に組み入れ税収中立性を保つ場合が多
い。
こうした諸外国の温暖化対策税と比較して，NOx 課徴金は，排出実績に
基づいた課徴金リファンド・システムであるため，税収を課税対象企業に対
して再配分する点に特徴がある。またNOx 課徴金は，スウェーデン国内で
実施されている他の環境関連税と比較して，二つの特徴をもつ。第一に，ス
ウェーデンで唯一の排出課徴金である点である1)。つまり，課税対象となる
大規模プラントのNOx 排出量をモニタリングした上で，その排出量に応じ
た課税がなされている点である。第二に，課徴金収入は，エネルギー効率に
応じて課税対象プラント間で再配分している点である。このような制度を採
用することから，個々の課税対象プラントはよりクリーンな技術への転換を
目的とした設備投資を促すインセンティブを与えられている。
これを租税論的に分析すれば，NOx 課徴金はその制度と運用形態から，
第一義的な目的を環境改善のインセンティブ効果とする租税であり，ピグー
的課税やボーモル＝オーツ税の一形態として位置づけられる。現在実施中の
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1）スウェーデンでは「税（tax)」と「課徴金（charge)」をその税収の使途によっ
て区別している。｢税」と「課徴金」の区別は各国によって相違がある。例えば
ノルウェーとデンマークでは「税」と「課徴金」の区別は税の種類でなされてい
る。つまり「税」は直接税を意味し,「課徴金」は間接（選択的）税を意味する。
これに対してスウェーデンとフィンランドでは,「税」と「課徴金」の区別は税
収の使途によって区別される。つまり「税」はその税収が一般目的として一般財
源に用いられ,「課徴金」は特定の活動のために特定財源として用いられている
のである。
温暖化対策税を中心とした環境税は，大部分が財源調達を主たる目的とし，
副次的効果として環境改善のインセンティブ効果をねらった，いわば財源調
達型の課税であることから，これらと比較して，NOx 課徴金制度は，伝統
的議論に則した数少ない事例の一つであるといえる。拙稿（1996）では，イ
ンセンティブ型環境税の典型事例として同課徴金制度を取り上げ，財政学的
見地から環境税について議論した。しかしながらそこでは，データの制約か
ら，多くの課題を残す結果となった｡
本論の目的は，実施10年を迎えるNOx 課徴金制度が，いかに展開されて
きたのかについて，①拙稿（1996）以降のNOx 課徴金制度の事後評価を行
うと共に，②税制のグリーン化及び環境税が有効に機能するためにいかなる
取り組みが必要であるかについて検討することである。
２ スウェーデンにおける環境関連税・課徴金の推移
スウェーデンでは，1980年代後半からエネルギー税改革にともなう税制改
革の議論が行われた。その結果，1991年の税制改革の一環として大規模なエ
ネルギー税改革が実施された。この税制改革の目的は，所得税減税と間接税
の負担増加を中心とした明確で中立的な課税システムの構築にあった。これ
にともない，環境税導入を含むエネルギー課税の強化といくらかの既存税が
環境目的によって根拠づけられた。
結果として，エネルギー部門に対する新たな環境税は，1991年１月１日か
ら炭素税と硫黄税が，1992年１月１日からNOx 課徴金は実施された。
現在，スウェーデンにおける環境関連税は多種多様化している（表２－１)。
この10年間に，新税の導入や既存税の統廃合がすすんできた。2001年度には
炭素税を含んだエネルギー課税，また硫黄税，化学肥料税，農薬税，廃棄物
税といった個別の環境税，あるいは自動車に関する課税，天然ガス税などが
実施されている。これに加えて，有鉛／無鉛ガソリンに対する税の差別化，
ディーゼル燃料の差別課税などが実施されており，税収規模は1993年度の
477億２千６百万 SEK2)から2001年度の627億９千万 SEK まで拡大している。
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表２－１ スウェーデンにおける環境関連税（1993－2001）
（単位：百万 SEK，Current prices）
1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001
エネルギー課税 39029 42418 43551 50060 49811 52634 52552 51958 54261
エネルギー税全体 26234 28542 29675 32916 35026 37201 37367 38332 36507
燃料 20524 22781 23509 25505 26217 26829 26664 27032 23944
電気（電力） 5710 5761 6166 7411 8809 10372 10703 11300 12563
その他の電力生産者に対
する課税
2243 2375 2436 4093 2276 2422 2490 1464 730
水力発電 1029 800 933 1520 0 0 0 0 0
原子力発電 100 139 133 1115 1472 1549 1545 827 0
節電や蓄電に対する税
/課徴金
1114 1436 1370 1458 804 873 945 637 730
炭素税 10552 11501 11440 13051 12509 13011 12695 12162 17024
個別の課税 578 565 674 757 568 543 502 1589 1411
硫黄税 184 191 157 217 144 148 120 89 84
国内航空燃料税 196 188 186 117 － － － － －
化学肥料税 13 22 32 35 52 55 40 58 59
農薬税 185 164 299 388 372 340 342 357 369
廃棄物税 － － － － － － － 1085 899
輸送に対する課税 8119 5852 5798 6721 6451 6336 6657 7026 6995
自動車税 4095 4064 4049 5471 6242 6103 6396 6832 7017
自動車売上税 1287 1778 1749 1250 209 233 261 194 －22
キロメーター税 2737 10 － － － － － － －
天然資源に対する課税 － － － 70 131 142 140 125 123
天然ガス税 － － － 70 131 142 140 125 123
合計 47726 48835 50023 57608 56961 59655 59851 60698 62790
対GNP比 3.1% 3.0% 2.8% 3.2% 3.0% 3.0% 2.9% 2.8% 2.8%
総税収に占める割合 7.9% 8.6% 12.0% 10.5% 10.0% 11.8% 12.1% 13.2% 12.0%
EU全体に占める環境税の
対GNP
2.8% 2.9% 2.8% 2.9% 2.9% － － － －
（出所）Statistiska Centralbyran（Statistics Sweden）のHPより作成。
また2001年度の環境関連税による収入は，対ＧＮＰ比で 2.8％，総税収に対
して12.0％である。このことから，スウェーデンでは税制の中に環境関連税
・課徴金が明確に位置づけられ，環境関連税はその税収規模からも一定の役
割を担っていると考えられる。
３ NOx 課徴金制度 排出実績に基づいた課徴金リファンド・システム
エネルギー生産における窒素酸化物排出に対する環境課徴金（an En-
vironmental charge on Emissions of Nitrogen oxides in Energy Production，
NOx課徴金）は，1992年１月１日から実行された3)。この課徴金の目的は，
（１）NOx 排出量を急速に削減し，1990年代半ばまでに排出削減目標を達
成することと，(２）対象プラントに排出基準以下の排出のための技術イン
センティブを与えることであった。
課税対象は NOx 排出量を二酸化窒素に換算したもの4)で，税率は二酸化
窒素 1kg あたり 40SEK である。燃焼プラントのNOx 排出量 1kg の削減費
用は３～84SEK5)と見積もられ，課徴金は所期の排出削減を達成するための
限界削減費用に応じて設定されている。
現在NOx 課徴金は，年間25 GWh 以上のエネルギー生産を行うボイラー，
ガスタービン，固定燃焼モーターに対して課される。課徴金の対象プラント
は，猶予期間を設けて，順次，拡大されてきた。導入から1995年までは，最
低でも電気出力 10MW以上の電熱供給用，および最低でも年間 50GWh 以
上の施設に限定されており，1996年１月１日からは年間 40GWh以上のエネ
ルギー生産を有するプラントが課税対象となった。さらに1997年１月１日か
らは年間 25GWh以上のエネルギー生産を有するプラントが課税対象となり，
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2）スウェーデンの通貨単位はクローナ（Krona；複数Kronor）である。本論文で
は，SEKを用いてあらわす。１SEK＝11.29円（2001年９月４日現在)。
3）NOX 課徴金の成立過程については，拙稿(1996)を参照されたい。
4）NOx 排出量は SOx の発生や CO2 の発生とは異なり，燃焼中の窒素と大気中の
酸素が反応する場合と燃焼により大気中の窒素と酸素が反応する場合があるため
に燃料中の窒素分から測定することができない。
5）	

（2000)，p.４.
現在にいたっている。この間，課税対象プラント数，課税対象企業数ともに
増加しており，2001年現在，252社，393の生産施設が課税対象となっている
（表３－１)。
また，課税対象企業による NOx 排出量が1993年度の１億５千305トンか
ら2001年度の１億４千160トンまで減少しているにもかかわらず，エネルギ
ー生産量は３万７千465 GWh から５万８千142 GWhまで増加している結果，
エネルギー生産単位あたりの NOx 排出量は0.409kg/MWh から0.244kg/
MWhまで減少している。なお，NOx 排出量の減少により，課徴金収入額も
1993年度の６億１千２百万 SEK から2001年度の５億５千５百万 SEK まで
減少している（表３－１)。
NOx 課徴金は，(１）実際の排出量，あるいは（２）排出基準値による概
算排出量のいずれかを基礎として課税される6)。これは，NOx 排出量が燃料
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表３－１ NOX課徴金の概要（1992－1999）
対象
企業数
対象
設備数
NOX
排出量
(kg)
生 産 エ ネ
ルギー
（MWh）
エネルギー生産
あたりのNOX
排出量(kg/MWh)
エネルギー供給量
あたりのNO2
発生量(Mg/MJ）
課徴金収入
(百万SEK)
1992 124 181 15305 37465 0.409 99 16.17 612
1993 131 189 13333 41158 0.324 78 12.58 533
1994 131 202 13025 45193 0.288 70 11.35 521
1995 136 210 12517 46627 0.268 65 10.69 501
1996 177 274 16083 57150 0.281 68 11.26 643
1997 250 371 15107 54911 0.275 66 10.77 604
1998 252 374 14617 56367 0.259 63 10.14 585
1999 248 375 14050 54921 0.256 62 10.09 562
2000 241 363 12765 51399 0.248 60 9.64 511
2001 252 393 14160 58142 0.244 59 9.55 555
（出所）	
 and Mats Lindgren（2000)，tabell３を加筆修正。
6）NOx 排出量は，(１）行政当局が承認した計測装置から計測・記録するか，(２)
測定されない場合は，NO2 換算で，ガスタービン使用については 0.6g/MJ，ボ
イラーについては，0.25g/MJで算定される。
の窒素含有量からはある程度までしか起因せず，同タイプの燃料を利用する
プラントでも燃料の質によりNOx 排出量に相違があるためである（表３－
２)。対象プラントは燃料の変換や燃焼プロセスを変えたり，NOx 削減の技
術投資を行うことにより，NOx 排出量の削減が可能である。当初，課税対
象プラントからの燃料消費はエネルギー生産部門で生産される燃料の約25%
で，エネルギー生産部門の NOx 排出量の40%と算定されている。部門別の
NOx 排出量で比較すると，課税対象プラントによるNOx 排出量は約５％と
なっている（図３－１)｡
課徴金収入は行政コストを除き毎年納税義務者に再分配される。この点が
NOx 課徴金と炭素税，硫黄税を比較する場合の最大の相違点であり，スウ
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表３－２ 燃料の種類・質別のNOX 排出量（mg/MJ）
生物系燃料 石炭 石油 ＬＰＧ 泥炭 廃棄物
最小(良質) 35 56 85 20 40 50
平均 94 106 120 55 102 133
最大 157 230 180 110 200 220
(出所）－och Naturresurs Departmentet（1994)，pp. 77,Tabell
2.16を加筆修正。
図３－１ スウェーデンにおける部門別NOx排出量 (1998年度)
NOX課徴金対象プラント
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ェーデン国内で初めて利用された納税者間の再分配を前提とした経済的手段
である。この再分配制度は，(１）課税対象となる大規模プラント（ボイラ
ー）をもつ大規模燃焼施設の競争力を維持すること，つまり国内エネルギー
生産産業間での競争力の安定化と，(２）効率的なエネルギー使用と高い稼
動率により多くの再分配が受けられるという，効率的エネルギー利用へのイ
ンセンティブ効果への期待から導入されたと考えられる。
４ NOｘ課徴金における負担と再分配の過程
４－１ モデル
本節では，前章で議論したNOx 課徴金制度について，モデルを使って説
明する。図４－１は NOx 課徴金の機能を示している7)。(a)，(b)はそれぞ
れ課徴金額とそれによる再分配額の決定過程を表している。ここでは課税対
象企業１，２が存在し，それぞれ異なる平均効率でエネルギーを生産するこ
とを想定している。図４－１（a)，(b)の縦軸はエネルギー生産によるNOx
排出量()を，横軸は税額，実質負担額（費用・便益）とエネルギー生産量
()をそれぞれ示している。
まず最初に課徴金額の決定過程を検討する。(a)をみると，企業１，２の
エネルギー生産効率はそれぞれ直線，で示すことができる。両企業と
も同じエネルギー生産()を行うと仮定すると，エネルギー生産に対する企
業１および２の NOx 排出量()は，それぞれ ，となる。NOx 課徴金
は NOx 排出量に対する従量課税(比例税)である。よってで課税曲線は表
される。その結果，対象企業１，２の課徴金額は NOx 排出量 ，に対
応した，の課徴金額となる。
次に課徴金収入による再分配額決定過程を検討する。再分配はエネルギー
生産量に比例して実施される。そのため，ここではまずエネルギー生産に要
する企業１，２の平均効率をみる8)。(b)に示すように，のエネルギー生
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7）初出，拙稿（1996)。拙稿（1996）での議論を加筆修正したものである。
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(a) 課徴金の場合
企業１
企業２
NOx排出量()

課徴金（C）エネルギー生産量() 





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
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
(b) リファンドの場合
NOx排出量()
エネルギー生産量() 課徴金（C）


実質受取額 実質負担額
図４－１ NOx課徴金
平均効率
/2
産を行う企業１，２の平均効率はから直線と
示すことができる。よってエネルギー生産量に対する平均NOx 排出量は，
となる。したがってNOx 排出量に応じた課徴金額はとなる。は
平均効率によるエネルギー生産に対するNOx 排出量に応じた課徴金額であ
る。結果としてが課徴金収入を再分配する際の基準となる。つまり行政
費用等を考慮しなければ9)，この課徴金はエネルギー生産量に応じて再分配
されるため，対象企業１，２は平均効率におけるNOx 排出量に応じたず
つの再分配を受けることになる。は再分配の際のベンチマーク（課徴金
額と再分配額が等しくなる，実質負担が０となる点）となるのである。この
ためより多くの課徴金を支払った企業には実質負担が生じる。逆に未
満の課徴金支払い企業は，実質的に便益が生じる。その結果，＞であ
る企業２は (	) の純便益を得ることになり，逆に 
である企業
１は，(	) の費用負担となる。以上のように，この課徴金制度は平均
効率に応じてその収入が再分配されることから，平均効率を改善するための
技術革新やエネルギー転換のインセンティブが与えられることとなる。
４－２ 数値例
課徴金はNOx 排出量に対して課され，生産エネルギー量に比例して再分
配される。そのため平均効率10)以下の NOx 排出量によりエネルギー生産可
能なプラントは，納付した課徴金以上の再分配を純便益として受け取り，効
率の悪いプラントは納めた課徴金と再分配分の差額を支払わなければならな
い。表４－１を例に検討する。まず，2001年度の課徴金収入と単位あたりの
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8）図４－１では，課税対象企業１，２のエネルギー生産量を固定しているため，課
徴金の再分配額はNOx 排出量および課徴金収入の平均値から算定可能である。
しかしながら実際には，各課税対象ボイラー間の平均効率が再分配の基準となっ
ている。
9）実際のNOx 課徴金は，次節の計算例に示すとおり，税収のうち，行政費用，調
整費用を差し引いた額が再分配されている。
10）平均効率は，課税対象プラントごとの＜エネルギー生産量＞／＜燃料使用量と使
用燃料の種類，質ごとの NOx 排出量＞によってエネルギー生産と NOx 排出量
の関係から平均効率を測定する。
再分配額の決定過程を見ることとする。2001年度の課税対象企業数は252社
で対象設備は393施設である。課税対象となるNOx 排出量は，14,159,755
kgであることから，これに税率 40SEK/kg を乗じた額である 566,390,200
SEK が課徴金収入となる。ここから前年度繰越額 7,602,064SEK を加算し，
行 政 費 用 3,836,000SEK と 調 整 費 用 15,000,000SEK を 減 算 し た 額
555,151,264SEK が再分配額となる。そこから総エネルギー生産量
58,141,917MWhを除した額 9.55SEK/MWhが，2001年度の単位あたりの
再分配額となる（表４－１(a))。これを基準として，エネルギー生産効率
の悪いプラントAとエネルギー生産効率の良いプラントBについて NOx 課
徴金の負担額を比較する（表４－１(b))。
まず，課徴金の負担額を比較してみる。プラントAの場合，NOx 排出量
14,601kg に税率40SEK/kg を乗じた NOx 課徴金額は 584,040SEK となる。
同様にプラントBの場合，NOx 排出量 110,577kg に対して，NOx 課徴金額
は4,423,080 SEK となる。次に，エネルギー生産量による払戻し額につい
て検討する。表４－１(a)より，2001年度の単位あたり再配分額は9.55SEK
/MWhとなることから，プラントAはエネルギー生産量37,495MWh に
9.55SEK/MWhを乗じた358,077SEKが，プラントBはエネルギー生産量
548,374MWhに9.55SEK/MWhを乗じた5,236,971SEKが再配分される。
この結果，プラントAは NOx 課徴金支払額 584,040SEK からエネルギー生
産あたりの再配分額358,077SEK を減じた 225,963SEK が実質的な負担と
なり（支払超過)，プラントBはNOx 課徴金支払額 4,423,080SEK からエネ
ルギー生産あたりの再配分額 5,236,971SEK を減じた額－813,891SEK が
実質的な負担となる（受取超過)。つまり，プラントBは，813,891SEK が
実質的な受取りとなる。
実務上，再分配は申告による総エネルギー生産におけるNOx 排出量の割
合に応じてなされる11)。具体的に課徴金による収入は，まず対象企業が属す
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11）対象企業は，１年に１度（1月25日までに)，NOX課徴金の徴収権を持つ政府機
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表４－１ NOx 課徴金収入と再分配額の決定過程
（a) NOx課徴金収入と再分配額の決定（2001年度）
対象企業数 252
対象施設数 393
NOx排出量 14,159,755 kg
課徴金収入額 566,390,200 SEK
前年度繰越額 （＋）7,602,064 SEK
行政費用 （－）3,836,000 SEK
調整額 （－）15,000,000 SEK
再分配額 555,151,264 SEK
生産エネルギー量 58,141,917 MWh
単位あたりの再分配額 9.55 SEK/MWh
（b) 数値例
プラントＡ プラントＢ
【負担】
NOX 排出量〔 kg〕 14,601 110,577
NOX課徴金支払額〔SEK〕
（NOx 排出量×40SEK )
584,040 4,423,080
【配分】
エネルギー生産量〔MWh〕 37,495 548,374
再配分額〔 SEK〕
（エネルギー生産量×9.55 SEK ）
(－)358,07
7
(－)5,236,971
実質負担額及び実質受取額〔SEK〕 225,963 －813,891
（出所）	
 and Mats Lindgren（2002), Tabell 1，		(2000),
APPENDIX C. より加筆修正。
る産業ごとに産業間で再分配され，次に産業内で対象プラントの生産エネル
ギー比に応じて再分配される12)。この分配基準は効率的なエネルギー使用と
高い稼働率に報いるものである。この結果，NOx 排出量が少なく効率的な
エネルギー生産を行ったプラントは，納めた課徴金よりも多くの再分配を純
便益として得る。このためNOx 課徴金は，課税対象企業に汚染削減へのイ
ンセンティブを与えることになる。
５ 今後の課題
NOx 課徴金制度の導入は1990年代を通してスウェーデンにおける大規模
燃焼施設のNOx 排出量の大幅削減に寄与した。また，リファンド・システ
ムをともなったこの課徴金制度は，環境税と比較して，社会経済的に最適な
排出削減を導き出すと同時に，浄化装置やモニタリング・コストを別として
過大な財政的負担はかけない13)。このため，NOx 排出課徴金制度という特
別な経済的手段を利用した環境目標の達成は，成功を収めたといえる。しか
しながらNOx 課徴金制度は，この成功の裏で，副次的にN2OやCOやNH3
といった新たな有害物質の排出にも寄与している。このような負の影響を最
小限に食い止めるためには，課徴金制度の導入と同時にこれらの代替物質排
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関である環境保護局（SEPA: Swedish Environmental Protection Agency）に申告
をしなければならない。そこで対象企業は，(１）NOx排出量，(２）エネルギ
ー生産量，(３）燃料使用量について報告し，それに基づくNOx課徴金の計算額
の詳細を提出する必要がある（Deklarationsblankett for 	


vid energiproduction 1995. 参照｡)。申告書は検査され，基準装置や提
出された情報の正確さを環境保護局が調査する場合もある。
12）払い戻しは，対象プラントのエネルギー生産に基づいて環境保護局によって算定
される。その結果は４月末に公表される。純支払い（実質負担）額がある企業は，
環境保護局から10月１日の支払期限の納付書が送付され，払戻金は12月１日まで
に対象企業に支払われる。また受取額は利益として課税所得に組み入れられ，支
払額は課税所得より控除できる。対象企業がその判定に満足できない場合には，
法廷に訴えることができる。
13）しかしながら，現在のところ小規模の課税設備は相対的に排出量に応じて大きな
負担を強いられている。この問題を解決する一つの方法として，NOx課徴金の
対象となる全ての施設に対して，排出量測定費用の税額控除を行うことも考えら
れている。
出について何らかの規制を行う必要がある。このためにも，今後は税制のグ
リーン化を通じて，総合的な施策をすすめることが望まれる。
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Is Eco-tax Effective?
Lessons from NOX Charge System in Sweden
Kaori FUJITA
Is an environmental tax effective?
An environmental tax came to be positively carried out in various forms
in the OECD countries from the start of the 1990s. The “greening” of tax
systems (i. e. the integration of environmental concerns into the design of
tax systems) involves three complementary approaches, which are (1) a
removal or modification of existing distortionary taxes, tax provisions and
subsidies likely to have negative environmental impacts ; and (2)
restructuring of existing taxes in an environmentally-friendlier manner (for
instance by restructuring energy and transport related taxes which have
negative environmental implications) ; and (3) the introduction of new
eco-taxes. The introduction or alteration of environmental taxes is often
carried out under constraints of revenue neutrality, for example by shifts
between different taxes.
Sweden carried out large-scale tax reform in 1991, and reorganized the tax
which is equivalent to 6% of GDP as the result. Although the main purpose
of this tax reform was cutting down an income tax, in order to protect tax
revenues neutrality, while strengthening the indirect tax centering on the
alteration of a value-added tax, the carbon tax, the sulfur tax, and a new
environmental tax called a nitrogen oxide charge (henceforth, NOx charge)
were introduced.
NOx charge has refund system based on the discharge actual result, and
re-distributing tax revenues to a taxable company. Moreover, NOx charge has
two features as compared with other environmental related taxes currently
carried out in Sweden. It is the point which is a discharge charge only in
Sweden in the first place. That is, it is the point that the taxation according
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to the amount of discharge is made after carrying out the monitoring of the
amount of NOx discharge of the large-scale plant used as a taxable item. And
it is the point of having re-distributed revenue to the second between
taxable item plants according to energy efficiency.
The purpose of a main subject is examining what measure being required,
in order that the green tax reform may function effectively through the tax
theory on the basis of case study about the NOx charge system enforcement
ten years’ coming around having been developed how, while performing ex
post facto evaluation of the NOx charge system after Yamamoto (1996).
